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答弁（町長）　魅力的で住みよい町づくりに邁進したい

問	施政方針の中で、町の最重要課題として、人
口減少、少子化問題を取り上げていた。対策と
して給食費の無償化、こども家庭センターの設
置、学校体育館への空調機導入、学校トイレの
改修等を挙げていた。期待するところだが、韓
国では少子化対策に巨額の予算を投じてきたが
効果が出ていないようだ。
　玉村町は自然にも、歴史資産にも恵まれ、交
通の便がよく、大きな自治体に囲まれ、地政学
的に恵まれた地域だ。その特徴を生かした、「玉
村町版少子化対策」を考えられないか。
答	（町長）　地政学的特徴だけで、直ちに少子化
対策に効果が現れることはないと考える。町の
良さの情報発信を積極的に行うとともに、子育
て世帯への支援も継続的に行い、魅力的で住み
よい町になるようまちづくりに邁進したい。

町の地震対策

問	能登半島地震では旧耐震基準の住宅が倒壊し
たようだが、玉村町の耐震化は十分か。水道管
の地震への対応に不安はないか。
答	（町長）　住宅の耐震化率は、令和３年４月の
調査では84.4％である。また、耐震化を促進
するための施策も実施している。水道管の耐震
化率については約16％となっており、今後も
計画を立て耐震化を図っていく。
問	群馬県は地震の少ない県と聞くが、町はどう
考えるか。
答	（町長）　群馬県ではこれまで大規模な地震

災害は発生していないが、マグニチュード7を
超える首都直下型地震がいつ起きてもおかしく
ないと言われている。引き続き対策を進めていく。
問	古墳時代以降の玉村町を襲った大きな地震に
はどのようなものがあるか。
答	（教育長）　古墳時代は文献が残っておらず確
認できないが、平安時代は818年の弘仁地震、
江戸時代は1855年10月２日発生の安政江戸
地震、1923（大正12）年９月1日発生の関東
大震災が記録に残っている。そして、1931（昭
和6）年9月21日発生の西埼玉地震では、上
陽村で新築家屋倒壊、角渕の住民負傷、川井の
橋梁損害、箱石の村道亀裂などの記録がある。

	こんな質問もしています	
・農業従事者への支援について
・役場庁舎内の温度管理について
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問	令和６年度施政方針で、「人口減少・少子化
対策の一環として、小中学校における児童生徒
の給食費完全無償化を実施する」としているが、
どのように財源を確保するのか。
答	（町長）　令和５年度は国の交付金を活用し、
給食費の無償化を実施したが、令和６年度は町
独自の施策として無償化する。新たに必要とな
る経費は約4200万円を見込んでおり、財源は
住宅団地や工業団地の税収の増加をはじめ、ふ
るさと納税や各種基金の活用等、歳入確保に全
力で取り組み、一般会計全体の中で歳入・歳出
の均衡を図る。

防災・減災への取組

問	災害発生時の避難所運営では、女性の視点も
必要だが、女性スタッフの起用は考えているか。
答	（町長）　災害発生時に避難所として開設する
ことが想定される小学校には、避難者の健康管
理や、高齢者や障がい者等への対応のため、女

性の保健師を1名配置する。

保育所における保護者の負担軽減策

問	保育所における使用済み紙おむつの持ち帰り
廃止には、迅速に取り組んでいただき、保護者
から喜びの声が届いている。しかし、おむつは
パックで届けるなどの負担軽減を求める声もあ
るが、町はどのように考えているのか。
答	（町長）　仕事と育児を両立している保護者の
負担を軽減することは、子育て世帯を支援する
という意味においても大変重要なことと考えて
いる。保育士の負担軽減や業務改善という観点
も取り入れ、保護者と保育士双方の視点に立っ
て考えていきたい。

町営住宅の建て替え計画

問	既に入居の受入れをしていない町営住宅の今
後の取壊しと建て替え計画は。
答	（町長）　空き家となった町営住宅は、随時解
体を行っているが、与六団地は規模が大きいた
め、入居者の転居等の動向を見ながら複数の棟
をまとめて解体したい。建て替えは、申込み待
機者の現状などを踏まえ研究していく。

	こんな質問もしています	
・公共施設の駐車場や入り口への防犯カメラの設
置について

学校給食費無償化
１億4000万円の
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